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平成２８年２月２９日 

平成３１年３月６日変更 

国 土 交 通 大 臣 

 農 林 水 産 大 臣 

 
 

国立研究開発法人土木研究所が達成すべき業務運営に関する目標 
 

第１章 政策体系における法人の位置付け及び役割(ミッション) 

１. 政策体系における法人の位置付け 

国は、国土の総合的かつ体系的な利用、開発及び保全、そのための社会資本の整合的

な整備等を図ることを任務としており、国土交通省技術基本計画において、「国土交通行政

における政策課題を解決するために実施する事業・施策を、効果的・効率的に行うために

は、それらを支える技術が不可欠である」とするとともに、国土交通省政策評価基本計画にお

いて、政策目標及び施策目標として、「技術研究開発を推進する」及び「社会資本整備・管理

等を効果的に推進する」ことを掲げている。 

一方、独立行政法人は、独立行政法人通則法(平成１１年法律第１０３号。以下「通則法」と

いう。)第2条第１項において、国民生活及び社会経済の安定等の公共上の見地から確実に

実施されることが必要な事務及び事業であって、国が自ら主体となって直接に実施する必要

のないもののうち、民間の主体に委ねた場合には必ずしも実施されないおそれがあるもの等

を実施することとされているほか、同条第３項の規定において、国立研究開発法人は我が国

における科学技術の水準の向上を通じた国民経済の健全な発展その他の公益に資するた

め研究開発の最大限の成果を確保することとされている。 

国立研究開発法人土木研究所(以下「土研」という。）は、国立研究開発法人土木研

究所法（平成１１年法律第２０５号。以下「土研法」という。）第３条及び第１２条に規定されてい

るとおり、 

①建設技術及び北海道開発局の所掌事務に関連するその他の技術のうち、土木

に係るもの(以下「土木技術」という。）に関する調査、試験、研究及び開発 

②土木技術に係る指導及び成果の普及 

等を行うことにより、土木技術の向上を図ることで、良質な社会資本の効率的な整備及

び北海道の開発の推進に資することを目的として設立された独立行政法人である。 

政策体系図は、別紙１のとおり。 

 

２. 法人の役割(ミッション) 

土研のミッションは、「研究開発成果の最大化」、すなわち、国民の生活、経済、文

化の健全な発展その他の公益に資する研究開発成果の創出を国全体として「最大化」す
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るという国立研究開発法人の第一目的を踏まえ、研究成果の社会への還元等を通じて、

良質な社会資本の効率的な整備及び北海道の開発の推進に貢献し、国土交通政策及び北

海道開発行政に係る農水産業振興に関するその任務を的確に遂行することとする。 

研究開発の実施に当たっては、関連行政施策の立案や技術基準の策定等に反映するこ

とができる技術的知見を得るための研究開発を実施し、研究開発成果の最大化を図るも

のとする。例えば、頻発・激甚化する水災害に対するリスクマネジメント技術、気候変動に

伴う雪氷災害の被害軽減技術、社会資本ストックの老朽化に対応するメンテナンスの効果的

実施手法、河川環境の保全のための河道計画技術等に取り組み、もって災害に対し粘り強

くしなやかな国土の構築、国土基盤の維持・整備・活用、国土の適切な管理による安全・安心

で持続可能な国土の形成等に寄与するものとする。特に、道路・河川等の社会資本整備

の実施主体である国及び地方公共団体を支援するという使命を果たすため、社会資本に

係るニーズの把握に努めるとともに、国土交通省の地方整備局及び北海道開発局等の事

業と密接に連携を図るものとする。あわせて、大学、民間事業者等他機関の研究開発成

果も含めた我が国全体としての研究開発成果の最大化のため、人的交流や共同研究など

の連携を促進し、より一層の成果を上げるよう努めるものとする。 

具体的には、土研の強み等も踏まえ、本中長期目標の期間においては、 

①安全・安心な社会の実現 

②社会資本の戦略的な維持管理・更新 

③持続可能で活力ある社会の実現 

に貢献するための研究開発等に重点的・集中的に取り組むものとする。 

また、国土面積の約６割を占める積雪寒冷地の良質な社会資本の効率的な整備等に対

応可能な土木技術に関する研究開発を推進するものとする。 

 

３. 国の政策・施策・事務事業との関係 

 国土交通省技術基本計画は、政府の科学技術基本計画や未来投資戦略、国土形成計

画、社会資本整備重点計画、北海道総合開発計画等の関連計画を踏まえ、国土交通行政

における事業・施策のより一層の効果・効率の向上を実現し、国土交通技術が国内外に

おいて広く社会に貢献することを目的として、技術政策の基本方針を示し、技術研究開

発の推進と技術の効果的な活用、技術政策を支える人材育成等の重要な取組を定めてい

る。 

また、北海道開発行政に係る農水産業の振興を図る調査、試験、研究及び開発等にお

いては、食料・農業・農村基本計画及び水産基本計画並びに農林水産研究基本計画を踏

まえ実施する。 

これらのことから、土研は、国土交通省技術基本計画等を踏まえて、国が行う安全・

安心な社会の実現、社会資本の戦略的な維持管理・更新及び持続可能で活力ある社会の

実現に資する研究開発等を推進するものとする。 
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４. 国の政策等の背景となる国民生活・社会経済の状況 

(１) 東日本大震災等の大災害の発生 

我が国は、地理的、地形的、気象的条件等から、古来より地震・津波、火山、台風、

水害、土砂災害等の多くの災害に見舞われており、これらの災害に対処しつつ現在の生

活と産業・経済活動を築いてきた。この活動を持続的に維持していくためには、東日本

大震災の教訓や近年の豪雨・豪雪等に関する知見など、災害を踏まえた課題抽出を的確

に行い、必要な対応を講じて乗り越えていく必要がある。 

 

(２) 社会資本の老朽化 

我が国の社会資本は、戦後の高度経済成長とともに、着実に整備されてきたが、今後

こうした社会資本の老朽化が急速に進行するという課題に直面することになる。こうし

た状況の下、今後必要となる維持管理費・更新費についても、急速に増加していくこと

が想定されており、今後も厳しい財政状況が続けば、真に必要な社会資本整備だけでな

く、既存施設の維持管理・更新にも支障を来すおそれが指摘されている。同時に、老朽

化した施設の割合が増大していくと、重大な事故や致命的な損傷等が発生するリスクが

飛躍的に高まることが予想されている。 

 

(３) 地球温暖化等の環境問題 

効率性や経済性を優先し技術革新等を通じて発展させてきた大量流通・消費社会は、

国内的にも地球規模でも「環境問題」を顕在化させた。 

環境問題への取組は、世界的な共通認識として意識されており、それに伴い、環境負

荷が事業や施策の評価を行ううえでの一つの尺度として定着している。こうした背景か

ら、環境に係る技術は新たな市場として形成され、国際競争力の鍵となっている。 

我が国においても、環境調和型の社会に貢献する国土形成、社会資本整備を通じて、

持続可能であり、かつ快適性・経済の両立に貢献することができる。 

 

(４) 人口減少と少子・高齢化 

人口減少、少子・高齢化が進むと、コミュニティの維持が困難となるほか、生産年齢

人口の減少を通じた成長の鈍化、福祉等の費用増大を通じた財政の悪化等が懸念され

る。特に高齢化の進行はかつてない速度であり、我が国は世界のどの国もこれまで経験

したことがない高齢社会を迎えている。これに少子化、人口減少が結び付き、今後、人

口構造や消費・生産構造の変化や地域活力の衰退等、我が国の社会経済に深刻な状況を

もたらすと考えられる。 

 

５. 過去からの法人の活動状況等 
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 土研は、平成１３年４月に独立行政法人化され、平成１８年４月に独立行政法人土木

研究所と独立行政法人北海道開発土木研究所が統合された。また、平成２０年４月には

「国の行政機関の定員の純減について」(平成１８年６月３０日閣議決定)により北海道

開発局の技術開発関連業務の移管をうけ、さらに、平成２６年の通則法改正を受け、平

成２７年４月から国立研究開発法人となった。 

土研は、社会的要請に的確に応えるための研究開発を重点的かつ集中的に実施してき

た。 

第１期中期目標期間(平成１３年４月から平成１８年３月までの５年間)においては、

「土木構造物の経済的な耐震補強技術に関する研究」、「社会資本ストックの健全度評

価・補修技術に関する研究」、「河川・湖沼における自然環境の復元技術に関する研

究」、「都市空間におけるヒートアイランド軽減技術の評価手法に関する研究」、「重

大事故特性と道路構造に関する研究」、「蛇行河川の河道設計に関する研究」等の研究

開発を実施した。 

第２期中期目標期間(平成１８年４月から平成２３年３月までの５年間)においては、

「総合的な洪水リスクマネジメント技術による世界の洪水災害の防止・軽減に関する研

究」、「生活における環境リスクを軽減するための技術」、「効率的な道路基盤整備の

ための設計手法の高度化に関する研究」、「循環型社会形成のためのリサイクル建設技

術の開発」、「大規模岩盤斜面崩落等に対応する道路防災水準向上に関する研究」等の

研究開発を実施した。 

第３期中期目標期間(平成２３年４月から平成２８年３月までの５年間)においては、

「大規模土砂災害等に対する減災、早期復旧技術の開発」、「再生可能エネルギーや廃

棄物系バイオマス由来肥料の利活用技術・地域への導入技術の研究」、「環境変化に適

合する食料生産基盤への機能強化と持続性のあるシステムの構築」、「社会資本をより

永く使うための維持・管理技術の開発と体系化に関する研究」等の研究開発を実施し、

更に平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災等を受け、河川津波に対する河川堤防等

の被災軽減に関する研究や液状化判定法の高精度化に関する研究などにも機動的に取り

組んだ。 

また、土研では、第１期中期目標期間から第３期中長期目標期間までの間において事

務事業の合理化に努め、一般管理費及び業務経費について、それぞれ削減目標を達成し

てきたところである。 

 

第２章 中長期目標の期間 

本中長期目標の期間は、平成２８年４月１日から平成３４年３月３１日までの６年間

とする。 
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第３章 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

土研は、土研法第３条に定められた目的を達成するため、科学技術基本計画や未来投

資戦略、国土形成計画、社会資本整備重点計画、北海道総合開発計画等の関連計画を踏

まえた国土交通省技術基本計画等の科学技術に関する計画等を踏まえるとともに、土木

技術に対する社会的要請、国民のニーズ及び国際的なニーズを的確に受け止め、国が自

ら主体となって直接に実施する必要はないもののうち、民間の主体に委ねた場合には必

ずしも実施されないおそれのある研究開発において、技術的問題解明や技術的解決手法

等の研究開発を実施し、優れた成果の創出により社会への還元を果たすものとする。ま

た、日本の生産年齢人口の減少傾向、建設技能労働者の減少、高齢化による離職者の増

加等の現状を踏まえ、土木技術による生産性向上、省力化への貢献にも資することに配

慮しながら研究開発に取り組む。 

そのため、土研は、将来も見据えつつ社会的要請の高い課題に重点的・集中的に対応

するものとし、次の１．～３．に取り組むものとする。 

その際、解決すべき政策課題ごとに、研究開発課題及び必要に応じ技術の指導や成果

の普及等の研究開発以外の手段のまとまりによる研究開発プログラムを構成して、効果

的かつ効率的に進めるものとする。なお、研究開発プログラムは、必要に応じてその内

容を見直すなど柔軟な対応を図るものとする。 

併せて、研究開発成果の最大化のため、研究開発においてもPDCAサイクルの推進

を図ることとし、研究開発成果のその後の普及や国の技術的基準策定における活用状況

等の把握を行うものとする。 

 

１.  安全・安心な社会の実現への貢献 

国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等に反映することができる成果を

得ることを目指し、顕在化・極端化してきた自然現象による水災害や土砂災害、巨大地

震や津波、積雪寒冷環境下における雪氷災害等に対する防災・減災に関する技術の研究

開発等に取り組む。 

 

（１）顕在化・極端化してきた自然現象 

極端な雨の降り方が顕在化している中、施設の能力を上回る災害に対する減災対策、

氾濫が発生した場合にも被害を軽減するための対策等に資するため、近年顕在化・極端

化してきた水災害に対応した防災施設に関する研究開発、及び突発的な自然現象による

土砂災害の防災・減災に関する研究開発等を行うものとする。 

 

（２）巨大地震・津波 
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南海トラフの巨大地震、首都直下地震等、大規模地震発生の切迫性が指摘される中、

人命の保護、重要機能の維持、被害の最小化等に資するため、インフラ施設の巨大地

震・津波に対するレジリエンス強化のための耐震技術に関する研究開発等を行うものと

する。 

 

（３）積雪寒冷環境下における雪氷災害 

暴風雪の激甚化、異例の降雪等が発生している中、今後、更に頻発・激甚化すること

が懸念されることから、冬期の安全・安心の確保に資するため、積雪寒冷環境下におけ

る雪氷災害に対する防災・減災に関する技術の研究開発等を行うものとする。 

 

２. 社会資本の戦略的な維持管理・更新への貢献 

国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等に反映することができる成果を

得ることを目指し、社会資本の老朽化、積雪寒冷環境下における凍害・複合劣化等に対

する戦略的な維持管理・更新に関する技術の研究開発等に取り組む。 

 

（１）社会資本の老朽化 

社会資本の高齢化が急速に進展し、一部では劣化等に伴う重大な損傷が発生するおそ

れがあることから、社会資本の戦略的な維持管理・更新に資するため、メンテナンスサ

イクルの効率化・信頼性向上に関する研究開発、及び長寿命化と維持管理の効率化のた

めの更新・新設に関する研究開発等を行うものとする。 

 

（２）積雪寒冷環境下における凍害・複合劣化 

積雪寒冷環境下での過酷な気象条件による凍害劣化や凍害及び塩害等による複合劣化

等、他とは異なる気象条件下での技術的課題が存在していることから、これらの解決に

資するため積雪寒冷環境下における凍害・複合劣化等に対する戦略的な維持管理・更新

に関する研究開発等を行うものとする。 

 

３. 持続可能で活力ある社会の実現への貢献 

国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等に反映することができる成果を

得ることを目指し、循環型社会形成のための建設リサイクルやバイオマス等に関する下

水道施設活用、河川における生物多様性や自然環境の保全、積雪寒冷環境下の効率的道

路管理、地域の魅力と活力を向上させる社会資本の活用、食料の供給力強化等に関する

技術の研究開発等に取り組む。 

 

（１）循環型社会の形成 
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枯渇性資源の有効活用、循環資源・バイオマス資源のエネルギー源への利用等が課題

となっていることから、これらの解決に資するため、持続可能な建設リサイクルのため

の社会資本の建設技術に関する研究開発、資源・エネルギーの有効利用に関する研究開

発等を行うものとする。 

 

（２）生物多様性・自然環境の保全 

陸水域における生物多様性の損失、社会活動に重大な影響を及ぼす新たな感染症の発

生や日用品由来の化学物質の生態影響等が課題となっていることから、これらの解決に

資するため、治水と環境が両立した持続可能な河道管理に関する研究開発、持続可能な

土砂管理技術に関する研究開発、地域の水利用と水生生態系の保全のための水質管理技

術に関する研究開発等を行うものとする。 

 

（３）地域の活力向上 

人口減少・高齢化の進行による集落機能の低下、生活交通の確保等の課題が顕在化し

つつあることから、日常的な生活サービスへの交通アクセスの確保のほか、定住・交流

促進につながる地域の魅力向上の取組に資するため、積雪寒冷環境下の効率的道路管

理、地域の魅力と活力を向上させる社会資本の活用等に関する研究開発等を行うものと

する。 

 

（４）食料の供給力強化 

今後想定される世界の食料需要の大幅な増加や気候変動等による供給制約リスクに対

しても的確に対応し、食料供給力の強化に資するため、北海道における農水産業の生産

基盤整備等に関する研究開発等を行うものとする。 

 

【重要度:高】【優先度:高】 

 研究開発等に関する事項は、土研の最重要の課題であり、良質な社会資本の効率的な

整備及び北海道の開発の推進に重要な影響を及ぼす。 

 

※研究開発の実施にあたっては、以下の事項に取組み、研究開発成果の最大化を図るも

のとする。 

 

・長期的視点を踏まえた基礎的、先導的、萌芽的研究開発の実施 

国が将来実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等を見据え、我が国の土木技

術の着実な高度化や良質な社会資本の整備及び北海道の開発を推進する上での課題解決

に必要となる基礎的・先導的な研究開発についても機動的・計画的に進め、長期的な視

点を踏まえた萌芽的な研究に取り組み、研究開発成果の最大化を図るものとする。 
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 ・技術の指導 

国や地方公共団体等における災害その他の技術的課題への対応のため、職員の派遣等

により、技術の指導を積極的に展開するものとする。 

また、国土交通本省、地方整備局及び北海道開発局等からの受託等に応じて、事業実

施上の技術的課題の解決に取り組むものとする。 

 

・成果の普及 

研究開発成果を、国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等の業務に容易

に活用することができるようとりまとめるとともに、成果の国への報告等により、その

成果普及を推進するものとする。その際、国際会議も含め関係学協会での報告、内外学

術誌等での論文発表、成果発表会、メディアへの発表等を通じて技術者のみならず広く

国民への情報発信を行い、外部からの評価を積極的に受けるものとする。併せて、成果

の電子データベース化やインターネットの活用により研究開発の状況、成果や技術的情

報について広く公表するものとする。また、積雪寒冷環境等に対応可能な土木技術等に

関する研究開発の成果について、全国展開を進める。さらに、出資を活用し、民間の知

見等を生かした研究開発成果の普及を推進するものとする。 

 

・土木技術を活かした国際貢献 

アジアをはじめとした世界への貢献を目指して、国際標準化をはじめ成果の国際的な

普及のための取り組みを行うことにより、土木技術の国際的な研究開発拠点としての機

能の充実に取り組む。 

 

・他の研究機関等との連携等 

大学、民間事業者等他機関の研究開発成果も含めた我が国全体としての研究開発成果

の最大化のため、研究開発の特性に応じ、共同研究の積極的な実施、政府出資金を活用

した委託研究、人的交流等により国内外の公的研究機関、大学、民間企業、民間研究機

関等との適切な連携を図り、他分野の技術的知見等も取り入れながら研究開発を推進す

るものとする。また、競争的研究資金等の外部資金の積極的獲得に取り組むことによ

り、土研のポテンシャル及び研究者の能力の向上を図るものとする。なお、研究開発等

の成果は、国が実施する関連行政施策の立案や技術基準の策定等に活用されることか

ら、土研は引き続き国との密な連携を図るものとする。 

 

第４章 業務運営の効率化に関する事項 

１. 業務改善の取組に関する事項 
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効率的な業務運営を図るため、次の（１）から（３）までに掲げる取組を推進するも

のとする。 

なお、目標管理・評価の仕組みを徹底するという今般の独立行政法人制度改革の趣旨

を踏まえ、前章１．から３．までに掲げる事項ごとに情報公開を行い、法人運営の透明

性の確保を図るものとする。 

 

(１) 効率的な組織運営 

土木技術に関する研究開発等を実施するため、必要な人材の確保・育成、技術の継承

を図る。また、研究ニーズの高度化・多様化等の変化に機動的に対応し得るよう、柔軟

な組織運営を図るものとする。 

 

(２) PDCAサイクルの徹底(研究評価の的確な実施) 

研究開発等の実施に当たって研究評価を実施し、評価結果を研究開発課題の選定・実

施に適切に反映させるとともに、研究成果をより確実に社会へ還元させる視点での追跡

評価を実施し、必要なものについては、成果の改善に取り組む。その際、長期性、不確

実性、予見不可能性、専門性等の研究開発の特性等に十分配慮して評価を行うものとす

る。 

 

(３) 業務運営全体の効率化 

  運営費交付金を充当し行う業務については、所要額計上経費及び特殊要因を除き、以下

のとおりとする。 

一般管理費のうち業務運営の効率化に係る額について、毎年度、前年度の予算額に対

して３％に相当する額を削減するものとする。 

業務経費のうち業務運営の効率化に係る額について、毎年度、前年度の予算額に対し

て１％に相当する額を削減するものとする。 

契約については、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」(平

成２７年５月２５日総務大臣決定)に基づく取組を着実に実施すること等により、契約

の適正化を推進し、業務運営の効率化を図るものとする。また、契約に関する情報の公

表により、透明性の確保を図るものとする。随意契約については「独立行政法人の随意

契約に係る事務について」平成２６年１０月１日付け総管査第２８４号総務省行政管理

局長通知）に基づき明確化した、随意契約によることができる事由により、公正性・透

明性を確保しつつ合理的な調達を実施するものとする。さらに、国立研究開発法人建築

研究所等との共同調達の実施等により、業務の効率化を図るものとする。 

 

２. 業務の電子化に関する事項 
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業務の電子化について、経済性を勘案しつつ推進し、事務手続の簡素化・迅速化を図

るとともに、利便性の向上に努めるものとする。また、幅広い ICT需要に対応する所

内情報ネットワークの充実を図るものとする。 

 

第５章 財務内容の改善に関する事項 

運営費交付金を充当して行う事業については、中長期計画の予算を適切に作成し、予

算の適切な執行を図るものとする。 

また、独立行政法人会計基準（平成１２年２月１６日独立行政法人会計基準研究会策

定）等に基づき、運営費交付金の会計処理を適切に行う体制を整備し、業務達成基準に

より収益化を行う運営費交付金に関しては、収益化単位の業務ごとに予算と実績を管理

するものとする。 

 

第６章 その他業務運営に関する重要事項 

１. 内部統制に関する事項 

「「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整備」について」（平成２

６年１１月２８日付け総管査第３２１号総務省行政管理局長通知）に基づき、内部統制

の推進を図るものとする。 

研究開発等については、研究評価の取組により定期的な点検を実施し、その結果を踏

まえた資源配分の見直し等を行うものとする。 

理事長のリーダーシップの下で、自主的・戦略的な運営や適切なガバナンスが行わ

れ、研究開発成果の最大化等が図られるよう、理事長の命令・指示の適切な実行を確保

するための仕組み等による統制活動を推進するものとする。 

また、土研の重要決定事項等の情報が職員に正しく周知されるよう情報伝達を徹底す

るものとする。 

 

２. その他の事項 

(１) リスク管理体制に関する事項 

業務実施の障害となる要因の分析等を行い、当該リスクへの適切な対応を図るものと

する。 

 

(２) コンプライアンスに関する事項 

土研におけるコンプライアンスに関する規程について、職員の意識浸透状況の検証を

行い、必要に応じて見直しを行うものとする。 
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特に、研究不正対応は、研究開発活動の信頼性確保、科学技術の健全な発展等の観点

からも極めて重要な課題であるため、研究上の不正行為の防止及び対応に関する規程に

ついて、取組状況の点検や職員の意識浸透状況の検証を行い、必要に応じて見直しを行

うなど組織として取り組むとともに、万が一研究不正が発生した場合には厳正に対応す

るものとする。 

 

(３) 情報公開、個人情報保護、情報セキュリティに関する事項 

適正な業務運営を確保し、かつ、社会に対する説明責任を確保するため、適切かつ積極

的に広報活動及び情報公開を行うとともに、個人情報の適切な保護を図る取組を推進するも

のとする。具体的には、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律(平成１３年

法律第１４０号)及び独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律(平成１５

年法律第５９号)に基づき、組織、業務及び財務に関する基礎的な情報並びにこれらに

ついての評価及び監査に関する情報等をホームページで公開するなど適切に対応すると

ともに、職員への周知を行うものとする。 

また、研究情報等の重要情報を保護する観点から、土研の業務計画（年度計画等）に情報

セキュリティ対策を位置付けるなど、情報セキュリティ対策を推進するものとする。 

 

(４) 組織・人事管理に関する事項 

高度な研究開発業務の推進のため、必要な人材の確保を図るとともに、人員の適正配

置により業務運営の効率化を図るものとする。その際、男女共同参画社会基本法（平成

１１年法律第７８号）等に基づき、男女共同参画社会の形成に寄与するよう努めるもの

とする。また、良質な社会資本の効率的な整備及び北海道の開発の推進に貢献するとい

う使命を果たすため、行政との人事交流を的確に行うものとする。 

さらに、若手職員をはじめとした職員の能力向上を図りつつ、人事評価システムによ

り、職員個々に対する評価を行い、職員の意欲向上を促し、能力の最大限の活用等を図

るものとする。 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与の

在り方について厳しく検証した上で、研究開発業務の特性等を踏まえた柔軟な取扱いを

可能とするとともに、透明性の向上や説明責任の一層の確保が重要であることに鑑み、

給与水準及びその妥当性の検証結果を毎年度公表するものとする。 

 

(５) 保有資産等の管理・運用に関する事項 

業務の確実な遂行のため計画的な整備・更新等を行うとともに、所要の機能を長期に

わたり発揮し続けることができるよう、適切な維持管理に努めるものとする。また、保

有資産の有効活用を推進するため、保有する施設・設備について、業務に支障のない範
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囲で、外部の研究機関への貸与及び大学・民間事業者等との共同利用の促進を図るもの

とする。その際、受益者負担の適正化と自己収入の確保に努めるものとする。 

なお、保有資産の必要性について不断に見直しを行い、見直し結果を踏まえて、土研

が保有し続ける必要がないものについては、支障のない限り、国への返納を行うものと

する。 

また、知的財産の確保・管理について、知的財産を保有する目的を明確にして、必要

な権利の確実な取得やコストを勘案した適切な維持管理を図るとともに、出資の活用も

含めて普及活動に取り組み知的財産の活用促進を図るものとする。 

 

(６) 安全管理、環境保全、災害対策に関する事項 

防災業務計画を適時適切に見直すとともに、防災業務計画に基づいて適切に対応する

ものとする。また、災害派遣時を含め、職員の安全確保に努めるものとする。 

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律(平成１２年法律第１００号)に基

づき、環境負荷の低減に資する物品調達等を推進するものとする。 

 

 ※本中長期目標の評価に関する主な評価軸は別紙２のとおり。 

 






